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第１次ブーム

第２次ブーム 第３次ブーム

輸出加工基地としての台湾 高度成長期

IC IC IC IC →→→→LCDLCDLCDLCDのののの成長成長成長成長

中華圏事業中華圏事業中華圏事業中華圏事業のののの中心拠点中心拠点中心拠点中心拠点

（（（（在台日商在台日商在台日商在台日商のののの多機能化多機能化多機能化多機能化））））

日本日本日本日本からからからから台湾台湾台湾台湾へのへのへのへの直接投資件直接投資件直接投資件直接投資件數數數數・・・・金額金額金額金額のののの変遷変遷変遷変遷

出所）經濟部投資審議委員會

日本企業の台湾投資の概況

日本は過去半世紀、対台湾投資件数では第1位である

� 日本企業はこれまで生産からアフターサービス、農業からコンビニのシステム管理まで、幅広い事業分野で台湾

ビジネスを展開してきており、過去半世紀（1952～2008年）に台湾投資は計5592件（国別第1位）、約156億ドル

（米国、オランダ、カリブ海英領に次ぎ、第4位）に達する。
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日本企業の台湾投資の概況

２００８年実績は件数ではサービス業が、金額では製造業がそれぞれ３分の１を占め健闘

� 2008年の日本から台湾への投資実績は300件、4.39億ドル。件数では海外からの投資全体の16.3％、金額では

5.5％を占めた。

� 日本からの投資を産業別に見ると、件数ベースではサービス業が全体の3分の1を占め、存在感を示した。金額では、化学材料

や電子部品メーカーの投資が目立った製造業が全体の3分の1を占めた。

� この年は第一生命による業務提携先企業への多額の出資があり、「金融及び保険業」が1.89億ドルと全体の42％を占めた。

出所：経済部投資審議委員会
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国別の対台湾投資額及び比率（計82.32億ドル：2008年）
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日本企業の台湾投資回顧－第一期(1960年代～1970年代))))

低コストと地理的条件を背景に、労働集約型、輸出向け製品の製造業者が多数進出

出所：NRI製作

・多くの日本企業が、台湾を日本や

米国、東南アジア向けの輸出加工

基地として利用

・台湾の強みは「日本との近さ」や

「安価で良質な労働力」にあった

投資の特徴

*台湾進出企業は「台湾投資通信」及び「昨日・今日・明日レポート」のイ

ンタビュー先から抜粋

台湾進出企業*

第一期(1960年代～1970年代)

日本サーキット工業、東光、双葉電子工業、TDK電子部品

三菱重工業、ヤマハ楽器、YKKその他製造業

パナソニック、日立、富士ゼロックス、三菱電機電機

キヤノン精密機器

産経新聞社情報サービス

滝澤鉄工所一般機器

大塚製薬、資生堂、曽田香料、三菱化学化学

カゴメ食品
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日本企業の台湾投資回顧－第二期(1980年代後半～1990年代前半) 

投資規制の緩和と台湾ハイテク産業の集積が、IC分野やサービス業者の投資を呼び込む

出所：NRI製作

・台湾ハイテク産業の発展を背

景に、ICや半導体関連の企業

が相次いで進出

・また投資規制の緩和や日本

のバブル経済を背景に、台湾

に新しいマーケットを求める

サービス業者の投資も目立っ

た

投資の特徴台湾進出企業

第二期(1980年代後半～1990年代前半)

三菱東京UFJ銀行金融・保険

スターツ不動産

KDDI、NTTデータ通信

鹿島建設建設

すかいらーく、そごう、高島屋、ファミリーマート、モスバーガー商業

アップリカ葛西、オイレス工業、デンソー、ミズノその他製造業

SMC、三浦工業一般機器

日鉱金属、大和製缶金属製品

ウシオ電機電子部品

九電工、NEC、メルコ電機

東陶機器ガラス・石化

ニッタゴム

ローム精密機器

デンソー、トヨタ自動車、 ヤマハ発動機運輸用機器

オリックス、セコム、トーハン、パソナ、ベネッセその他サービス業

栗田工業、富士フイルム化学

キッコーマン、キリンビール、山崎製パン食品



8

日本企業の台湾投資回顧－第三期(1990年代後半～2000年代前半)

IT関連企業の台湾電子産業クラスターへの投資が集中、サービス業も高付加価値化

出所：NRI製作

・製造業では台湾企業とのビジネスア

ライアンスを目的とした日本や米国の

IT関連企業の投資が相次ぐ

・小売店やサービス業では、台湾人の

ライフスタイルの変化を捉えた企業が

伸張

・日本企業が挙げる台湾投資の魅力は、

90年代には「競争力のある現地部品・

設備産業の集積」や、「大きな生産財

需要」などだったが、97年のアジア経

済危機以降は、特に「事業環境リスク

の低さ」、「安定した経済」そして「豊富

な資金力」が注目されるようになった

投資の特徴台湾進出企業

第三期(1990年代後半～2000年代前半)

三井住友銀行
金融・保険

NHK
情報サービス業

大成建設
建設

イエローハット、無印良品
商業

オルガノ、三井ハイテック
一般機器

日立金属
金属製品

エスケーエレクトロニクス、大塚電子、サンケン電気、

昭和電工、スタンレー電気、住友電機工業、ハリソン

東芝ライティング、SUMCO

電子部品

セイコーエプソン
電機

旭硝子
ガラス・石化

大日本スクリーン製造、凸版印刷、HOYA
精密機器

住友精化、三菱化学
化学

アサヒビール
食品



日本企業の台湾投資回顧-第四期(2000年代後半～)

飽和気味の日本市場から成熟化する台湾社会へ多様なサービス業者が進出

出所：NRI製作

・台湾社会の成熟化や日本市場の

飽和を背景とし、多様なサービス

業者が進出。

・製造業では、太陽電池など、台湾

の新興ハイテク産業の伸張に対

応した日本企業の動きが見られる。

投資の特徴台湾進出企業

第四期(2000年代後半～)

加賀屋温泉旅館、拓人、パーク24、ワタベウェディ

ング

その他サービス業

イオン、オルビス化粧品、ベンチャーリンク商業

佐川急便運輸

中島美雄商店、ホクト食品
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日本企業による台湾投資ケース分析

R＆Dセンターの設置から台湾上場まで、多機能化する在台湾日本企業

出所：NRI製作

紹介企業背景にある台湾ビジネス環境のメリット台湾の活用パターン

カゴメ

中島美雄商店

日本にはない南国の気候と植生、高い農業技術

が存在

台湾の風土と高い農業技術を活かし、食品原

料を安定生産、日本市場向け品種を開発

6

サムコ

瀧澤鉄工所

国民の優良企業／事業に対する活発な投資意

欲と上場企業に対する信頼感が存在

台湾で事業経験を積んだ後に上場を実現5

セコム

ベネッセ

日本によく似た社会・産業構造と高付加価値

サービスを求める成熟社会が存在

潜在的な需要をつかみ、台湾に新しいサービス

を導入してマーケットを形成

4

アサヒビール

キッコーマン

ギブ（日本の高付加価値製品）とテイク（台湾企

業のサプライチェーンや事業経験）のマッチング

ニーズが存在

台湾パートナーのリソースを活かし、信頼関係

を築きながら市場開拓、事業拡大

3

東光

ファミリーマート

中国や華僑が多い東南アジア事業に強く、かつ

日本人とも価値観を共有できる台湾人の存在

台湾事業で培った経験と人材を武器に中国へ

進出

2

ソニー

ヤマハ発動機

質の高い人材と川上から川下までの整ったサプ

ライチェーン、大きな生産財ニーズがあるグロー

バル企業が存在

世界市場をターゲットに台湾拠点の機能を強化1



日本企業による台湾投資ケース分析-台湾拠点の機能強化

質の高い人材と整ったサプライチェーンの優位を活かしつつ、世界市場をターゲッ

トに台湾にＲ＆Ｄセンターを設置━ヤマハ発動機

出所：NRI製作

スクーター製造事業内容

年間約400,000台生産量

1750人（内日本人14人）

22.5億元（台湾ドル）

従業人

資本金

YMCYMCYMCYMC（（（（日本日本日本日本ヤマハヤマハヤマハヤマハ））））

YMTYMTYMTYMT（（（（台湾台湾台湾台湾ヤマハヤマハヤマハヤマハ）））） YMRTYMRTYMRTYMRT（（（（台湾台湾台湾台湾ヤマハヤマハヤマハヤマハRRRR＆＆＆＆DDDDセンターセンターセンターセンター））））

欧州向けスクー

ター製造を委託

デザイン、スケッチ、クレー（clay)

作業、コース試走など、エンジン

以外の開発を手がける

YMRTのエンジニアが

YMCに長期出張し、開

発技術を学ぶ

台湾山葉機車台湾山葉機車台湾山葉機車台湾山葉機車

主主主主なななな出来事出来事出来事出来事

ヤマハヤマハヤマハヤマハ発動機発動機発動機発動機のののの欧州向欧州向欧州向欧州向けけけけスクータースクータースクータースクーターのののの開発開発開発開発・・・・製造製造製造製造のののの分業体制分業体制分業体制分業体制

生産台数30万台を突破

R&Dセンターを設立（出資比

率は日本ヤマハが80％、台湾

ヤマハ20％）

日本や欧州へ輸出拡大を見

据え、「世界品質宣言」を発表

台湾山葉機車設立

2003年

1997年

1990年

1987年

グローバル戦略を策定、その中で台湾拠点を活用

製造・輸出

欧州市場へ



日本企業による台湾投資ケース分析-台湾を起点に中国へ進出した企業

台湾事業をアジア事業本部化し、台湾人材を活用して中国へ進出━━東光

出所：NRI製作

電子部品の製造及び輸

出入

事業内容

190人（内日本人4人）

4.59億元（台湾ドル）

従業人

資本金

華成電子華成電子華成電子華成電子

主主主主なななな出来事出来事出来事出来事

④ベトナム・ダナンに越華電子

を設立

2003年

③スワトウに華鉅科技を設立2000年

②ベトナム・ビエンホアに越祥電

子を設立

①中国・スワトウに華建電子を

設立

子会社の華成電子（株）を設立

1995年

1991年

1969年

①①①①

②②②②

③③③③

④④④④

●

華成電子華成電子華成電子華成電子

（（（（東光東光東光東光ののののアジアアジアアジアアジア

事業事業事業事業ののののHQHQHQHQ））））

主業務は生産ではな

く、台湾での営業／

財務／人事／生産管

理／物流／海外拠点

支援

台湾のエンジニア3

～4人が海外拠点

に出て、コンピュー

タのメンテナンス等

を担当

上海・香港の販社を

通じて中国向け又は

海外に販売

海外四拠点で生産

華成電子華成電子華成電子華成電子ををををヘッドクオーターヘッドクオーターヘッドクオーターヘッドクオーターとするとするとするとする東光東光東光東光ののののアジアアジアアジアアジア事業体制事業体制事業体制事業体制



日本企業による台湾投資ケース分析-台湾企業のリソースを活用して市場を開拓した企業

台湾パートナーのリソースを活かし、ダブルブランド戦略によりウィンウィンの関

係を構築━━キッコーマン

醤油製品の製造・販売事業内容

121人（内日本人3人）

16億元（台湾ドル）

従業人

資本金

統萬統萬統萬統萬

主主主主なななな出来事出来事出来事出来事

キッコーマンと統一による中国・昆

山の現地法人及び工場設立事業

のバックアップ

醤油工場としては台湾で初めて食

品GMP (適正製造規範)認証を取

得

統一企業と合弁で統萬を設立

2002年

1994年

1990年

全国に広がる統一企業の販路を乗せて販売

本醸造醤油

高価格

アミノ酸混合醤油

中価格

キッコーマンキッコーマンキッコーマンキッコーマン
統一企業統一企業統一企業統一企業

生産技術と

ブランド力

生産設備とサ

プライチェーン

統一「四季」醤油シリーズ キッコーマン醤油シリーズ

台湾台湾台湾台湾におけるにおけるにおけるにおけるキッコーマンキッコーマンキッコーマンキッコーマンとととと統一企業統一企業統一企業統一企業のののの事業協力体制事業協力体制事業協力体制事業協力体制

両ブランドが競合しな

い製品構成

両ブランドの醤油を製造

＝統萬統萬統萬統萬

出所：NRI製作



日本企業による台湾投資ケース分析- 台湾に新サービスを導入し、市場を形成した企業

台湾市場の潜在需要をつかみ、日本経験+ローカライズ戦略でマーケットを開拓

━━ベネッセ

出所：NRI製作

幼児～児童向けの通信

教育教材の販売

事業内容

145人

2.95億元（台湾ドル）

従業人

資本金

貝楽思貝楽思貝楽思貝楽思

主主主主なななな出来事出来事出来事出来事

契約者数が20万人を突破2005年

チャレンジ創刊1989年

契約者数が10万人を突破

営業用コールセンターを設置

貝楽思（株）を設立

1999年

1991年

1988年

台湾台湾台湾台湾におけるにおけるにおけるにおけるベネッセベネッセベネッセベネッセのののの事業戦略事業戦略事業戦略事業戦略

幼児教育（しつけ）用の

教材が手薄だった

台湾に「チャレンジ」を投

入。「年齢別教材」も好評。

編集編集編集編集のののの現地化現地化現地化現地化

編集部は全て台湾

人。図は「旧正月を

祝うしまじろう」

日本日本日本日本にににに先駆先駆先駆先駆けけけけマルチメマルチメマルチメマルチメ

ディアディアディアディア教材教材教材教材ををををスタートスタートスタートスタート

共働きが多い台湾の母

親たちの負担を軽減

コールセンターコールセンターコールセンターコールセンターをををを設置設置設置設置

台湾の営業スタイルをい

ち早く導入（日本ではDM

が中心）

日本日本日本日本ののののノウハウノウハウノウハウノウハウをををを活活活活かしつつかしつつかしつつかしつつ、、、、台湾台湾台湾台湾にににに合合合合わせたわせたわせたわせた戦略戦略戦略戦略もももも展開展開展開展開

就学前就学前就学前就学前のののの教材市場教材市場教材市場教材市場ののののシェアシェアシェアシェア1111位位位位（（（（10101010％）％）％）％）ををををキープキープキープキープ



日本企業による台湾投資ケース分析-台湾での上場を果たした企業

台湾で上場し資金調達を行い、社会的信用と従業員のロイヤリティ向上に成功

━━SUMCO（サムコ）

出所：NRI製作

79.5億元（2008年）売上

半導体用シリコンウェハー

製造

事業内容

870人（内日本人17人）

70億元（台湾ドル）

従業人

資本金

台塑勝高科技台塑勝高科技台塑勝高科技台塑勝高科技

主主主主なななな出来事出来事出来事出来事

雲林工場で生産開始1999年

台湾証券取引所に上場

12インチシリコンウェハーの生産

を開始

台塑（台湾プラスチック）グルー

プとの合弁で台塑勝高科技（株）

を設立

2007年

2006年

1995年

SUMCOSUMCOSUMCOSUMCOのののの台湾上場台湾上場台湾上場台湾上場のののの背景背景背景背景とととと効果効果効果効果

社員社員社員社員へのへのへのへのインセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ

・・・・持持持持ちちちち株株株株のののの売買売買売買売買がががが容易容易容易容易にににに

・・・・「「「「上場会社上場会社上場会社上場会社のののの社員社員社員社員」」」」というというというという

ステータスステータスステータスステータスのののの獲得獲得獲得獲得

資金調達資金調達資金調達資金調達

ののののパイプパイプパイプパイプがががが

多様化多様化多様化多様化

上場調達資

金は12インチ

ウェハーの生

産ライン拡充

に利用

社会的信用社会的信用社会的信用社会的信用

がががが向上向上向上向上

2007年12月に上場

39億元を調達
社員のロイヤ

リティが向上

離職率は同業

他社を大きく

下回る5％



日本企業による台湾投資ケース分析- 台湾の風土を活かした事業を展開する企業

台湾の風土と高い農業技術を活かし、食品原料を安定生産、栽培品種を開拓

━━中島美雄商店

出所：NRI製作

台湾青果の品種、業務用台湾

米の買い付け、青果の品種改

良（事業計画）

事業内容

6人

270万元（台湾ドル）

従業人

資本金

台隆農業科技台隆農業科技台隆農業科技台隆農業科技

主主主主なななな出来事出来事出来事出来事

台湾グリーン・バイオパークに入居予

定

2010年

高雄農業試験場から育種権を購入し、

現在日本で試験栽培中のマンゴー「夏

雪」を出荷予定

台隆農業科技を設立。台湾事業の軸

足を米の買い付けから青果の育種権

取得にシフト

2011年

2007年

高雄区農高雄区農高雄区農高雄区農

業改良場業改良場業改良場業改良場

台隆台隆台隆台隆

日本で試験栽培中

（長ナスは既に供給開始済）

太陽光電を利用したハウス

栽培により「山形産マンゴー」

の生産を計画

温暖化進行を見据え、熱帯青果の日本導入を計画

マンゴー高雄3号「夏雪」

長ナス高雄2号ナツメヤシ高雄6号

品種改良契約農家への

苗の販売額の

0.25%をロイヤ

リティとして支

払い

日本での育種権を販売

中島美雄商店中島美雄商店中島美雄商店中島美雄商店のののの台湾台湾台湾台湾をををを活用活用活用活用したしたしたした熱帯青果熱帯青果熱帯青果熱帯青果ビジネスビジネスビジネスビジネス

日
本
市
場
向
け
に
出
荷

バイオパーク入居後

は日本での栽培を前

提に台湾で品種の自

社改良を行なう予定

中島美雄商店中島美雄商店中島美雄商店中島美雄商店



台湾台湾台湾台湾におけるにおけるにおけるにおける台湾台湾台湾台湾におけるにおけるにおけるにおける日本企業日本企業日本企業日本企業のののの事業発展方向事業発展方向事業発展方向事業発展方向日本企業日本企業日本企業日本企業のののの事業発展方向事業発展方向事業発展方向事業発展方向

�技術技術技術技術レベルレベルレベルレベルのののの向上向上向上向上

�革新的革新的革新的革新的なななな研究開発研究開発研究開発研究開発

�グローバルグローバルグローバルグローバル物流物流物流物流

技術技術技術技術向上向上向上向上

イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション

研究開発研究開発研究開発研究開発

研究研究研究研究

開発開発開発開発

設計設計設計設計

付付付付

加加加加

価価価価

値値値値

製造製造製造製造 パッケーパッケーパッケーパッケー

ジングジングジングジング

物流物流物流物流
ブランディブランディブランディブランディ

ングングングング

イノイノイノイノ

ベーベーベーベー

ションションションション

産業産業産業産業バリュバリュバリュバリュ

ーーーーチェーンチェーンチェーンチェーン

グローバルロジグローバルロジグローバルロジグローバルロジ

スティクススティクススティクススティクス

マーケマーケマーケマーケ

ティングティングティングティング

小売小売小売小売サービスサービスサービスサービス(三越/高島屋

/無印良品)

流通流通流通流通サービスサービスサービスサービス(ファミリー

マート/7-11)

飲食飲食飲食飲食サービスサービスサービスサービス(山崎製パン７

/モスバーガー/麻布茶房)

貿易貿易貿易貿易サービスサービスサービスサービス（三菱商事、

三井物產、伊藤忠）

金融金融金融金融サービスサービスサービスサービス（みずほ銀行/

三菱東京UFJ銀行）

電子機器電子機器電子機器電子機器(ソニー/富士通/NEC/

ルネサス)

電子電器電子電器電子電器電子電器(松下電器/キ

ヤノン)

自動車自動車自動車自動車・・・・二輪二輪二輪二輪(トヨタ/日

產/ヤマハ)

精密機械精密機械精密機械精密機械（アルバック）

電子機器電子機器電子機器電子機器(ソニー/富士

通/NEC/ルネサス)

化学電子材料化学電子材料化学電子材料化学電子材料(JSR/日立化成/日東電工/リンテック)

ディスプレーディスプレーディスプレーディスプレー（旭硝子/凸版印刷/大日本印刷/HOYA)

1.1.1.1. 台湾台湾台湾台湾をををを商品開発商品開発商品開発商品開発ととととテストテストテストテストマーケットマーケットマーケットマーケットのののの拠点拠点拠点拠点にににに

2.2.2.2. 台湾台湾台湾台湾をををを東東東東アジアアジアアジアアジア事業事業事業事業ののののゲートウエーゲートウエーゲートウエーゲートウエーにににに

3.3.3.3. 中華経済圏中華経済圏中華経済圏中華経済圏などなどなどなど海外市場海外市場海外市場海外市場をををを共同開発共同開発共同開発共同開発

資料作成：投資業務処

コアコアコアコア部品部品部品部品
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